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野洲市資料提供 

提供年月日 令和６年２月２０日 

 

担当部課 

連 絡 先 

政策調整部 財政課 

077-587-6069 

総務部 総務課 

077-587-6038 

 

 

令和６年第２回野洲市議会定例会提出案件 

 

＜案件内訳＞ 

  １．新年度予算     １０件 

２．補正予算       ６件 

  ３．条例制定・改廃   １８件 

  ４．その他        ４件   

  ５．人事案件       １件   

              ３９件 

 

１ 新年度予算 10 件 

□議第３号  令和６年度野洲市一般会計予算 

□議第４号  令和６年度野洲市国民健康保険事業特別会計予算 

□議第５号  令和６年度野洲市後期高齢者医療特別会計予算 

□議第６号  令和６年度野洲市介護保険事業特別会計予算 

□議第７号  令和６年度野洲市墓地公園事業特別会計予算 

□議第８号  令和６年度野洲市基幹水利施設管理事業特別会計予算 

□議第９号  令和６年度野洲市工業団地等整備事業特別会計予算 

□議第 10 号 令和６年度野洲市水道事業会計予算 

□議第 11 号 令和６年度野洲市下水道事業会計予算 

□議第 12 号 令和６年度野洲市病院事業会計予算 

 

２ 補正予算 ６件 

□議第 13 号 令和５年度野洲市一般会計補正予算（第 13 号） 

①予算額 

・補正前予算額    ２９，３７８，６３１千円 

・補正額         △２８７，５９０千円 

・補正後予算額    ２９，０９１，０４１千円 
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②補正の概要 

【歳入】 

 ・個人市民税（90,385 千円）、固定資産税（98,229 千円）の増額及び法人市民税

（△431,985 千円）の減額 

・普通交付税の追加交付による増額（123,357 千円） 

・新型コロナウイルスワクチン接種事業費の減額に伴う国庫負担金（△46,830 千円）

及び国庫補助金（△23,985 千円）の減額 

・農業者の経営発展を図るための担い手確保・経営強化支援事業補助金の交付決定に

伴う県支出金の計上（70,599 千円） 

・永原御殿跡保存整備事業費等の減額に伴う国庫補助金（△19,702 千円）及び県補助

金（△515 千円）の減額 

【歳出】 

・減債基金への積立て（61,374 千円）、公共施設等整備基金への積立て（50,000 千円）

及び都市計画事業基金への積立て（145,000 千円） 

・発達支援センター工事請負費等執行差額分の減額（△89,000 千円） 

・新型コロナウイルスワクチン接種事業の決算見込みに伴う予防接種等委託料

（△14,000 千円）、事業委託料（△53,231 千円）及び事務委託料（△3,768 千円）

の減額 

・農業者の経営発展を図るための担い手確保・経営強化支援事業補助金の交付決定に

伴う補助金の計上（70,599 千円） 

・下水道会計負担金の減額（△24,975 千円） 

・中主小学校新館大規模改修工事（△77,218 千円）及び三上小学校体育館照明 LED 化

等工事（△4,840 千円）に係る執行差額分の減額 

・永原御殿跡整備工事に係る執行差額分の減額（△26,000 千円） 

③債務負担行為 

 ・余熱利用施設整備運営事業に係る運営業務及びその他業務のサービスの対価の改定

に伴う債務負担行為の追加 

（期間：令和５年度から令和 23 年度まで 限度額：26,000 千円） 

 

□議第 14 号 令和５年度野洲市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

①予算額 

・補正前予算額    ４，７６７，５３６千円 

・補正額         １１４，８３０千円 

・補正後予算額    ４，８８２，３６６千円 

②補正の概要 

【歳入】 
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・国民健康保険税における法定軽減の決定に伴う一般被保険者国民健康保険税の増額

（11,899 千円） 

・保険給付費支給見込額増額に伴う保険給付費普通交付金の増額（114,400 千円） 

・保険基盤安定繰入金等の確定による一般会計繰入金の減額（△11,655 千円） 

・繰越金の減額（△3,772 千円） 

【歳出】 

・一般被保険者療養給付費及び一般被保険者高額療養費給付金並びに葬祭費補助金の

決算見込みによる増額（114,400 千円） 

 

□議第 15 号 令和５年度野洲市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 

①予算額 

・補正前予算額      ７３３，２１０千円 

・補正額          ４５，４１１千円 

・補正後予算額      ７７８，６２１千円 

 

②補正の概要 

【歳入】 

・後期高齢者医療保険料の決算見込みによる特別徴収保険料の減額（△3,258 千円）

及び普通徴収保険料の増額（49,495 千円） 

・保険基盤安定繰入金の確定に伴う減額（△1,026 千円） 

・所得更正等による過年度の保険料の歳出還付に伴う後期高齢者広域連合からの保険

料還付金の増額（200 千円） 

【歳出】 

・特別徴収保険料の減額及び普通徴収保険料の増額並びに保険基盤安定繰入金の確定

に伴う後期高齢者医療広域連合納付金の増額（45,211 千円） 

・所得更正等による過年度の保険料における還付加算金の増額（200 千円） 

 

□議第 16 号 令和５年度野洲市基幹水利施設管理事業特別会計補正予算（第１号） 

①予算額 

・補正前予算額       ５７，１９２千円 

・補正額           １，２４７千円 

・補正後予算額       ５８，４３９千円 

②補正の概要 

【歳入】 

・繰越金の増額（1,247 千円） 

【歳出】 

・過年度の余剰金の累積に伴う一般会計繰出金の増額（1,247 千円） 
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□議第 17 号 令和５年度野洲市水道事業会計補正予算（第４号） 

①予算額 

【収益的収入及び支出】 

〔収入〕 

・現計予算額     １，０５１，６２２千円 

・補正予算額         ３，３１３千円 

・補正後予算額    １，０５４，９３５千円 

〔支出〕 

・現計予算額     １，０９３，０５４千円 

・補正予算額         ５，３１３千円 

・補正後予算額    １，０９８，３６７千円 

 

②補正の概要 

【収益的収入】 

・令和６年能登半島地震応援に係る一般会計負担金の計上（3,313 千円） 

【収益的支出】 

・燃料費の増額（100 千円）、修繕費の増額（100 千円） 

・手当の増額（1,689 千円）、旅費の増額（672 千円）、備消品費の増額（652 千円）、

使用料の増額（100 千円） 

・令和６年能登半島地震応援に関する経費の計上（2,000 千円） 

 

□議第 18 号 令和５年度野洲市下水道事業会計補正予算（第２号） 

①予算額 

【収益的収入及び支出】 

〔収入〕 

・現計予算額     １，７３３，６８４千円 

・補正予算額         １，９１７千円 

・補正後予算額    １，７３５，６０１千円 

〔支出〕 

・現計予算額     １，６６３，７５７千円 

・補正予算額         １，９１７千円 

・補正後予算額    １，６６５，６７４千円 

【資本的収入及び支出】 

〔収入〕 

・現計予算額       ２０４，５１６千円 

・補正予算額        △８，９２７千円 

・補正後予算額      １９５，５８９千円 
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〔支出〕 

・現計予算額       ８４８，４６１千円 

・補正予算額         １，２２８千円 

・補正後予算額      ８４９，６８９千円 

 

②補正の概要 

【収益的収入】 

・令和６年能登半島地震応援に係る一般会計負担金の計上（1,917 千円） 

【収益的支出】 

・燃料費の増額（100 千円）、修繕費の増額（50 千円） 

・手当の増額（965 千円）、旅費の増額（672 千円）、備消品費の増額（100 千円）、 

使用料及び賃借料の増額（30 千円） 

 

【資本的収入】 

・社会資本整備総合交付金の増額（17,965 千円） 

・一般会計出資金の減額（△26,892 千円）  

【資本的支出】 

・ストックマネジメント点検調査業務委託の増額（17,854 千円） 

・野洲市公共下水道（雨水）事業計画変更設計業務委託の減額（△17,854 千円） 

・国庫補助金返還金の計上（1,228 千円） 

 

３ 条例制定・改廃 18 件 

□議第 19 号 野洲市都市計画の提案に係る規模を定める条例 

「野洲市市街化調整区域における地区計画制度の運用基準」を改正し、住居系の類

型の区域の最小面積を 0.3ha とするため、都市計画法第 21 条の２第１項の規定によ

り、都市計画の決定又は変更の提案をすることができる一団の土地の区域を別に定め

るに当たり、都市計画法施行令第 15 条ただし書に基づき条例を制定する。 

施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 20 号 野洲市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の全部改正 

□議第 21 号 野洲市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例の全部改正 

□議第 22 号 野洲市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準に関

する条例の全部改正 
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□議第 23 号 野洲市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営の

基準等に関する条例の全部改正 

厚生省令及び厚生労働省令（以下これらを「省令」という。）に準拠して条例を定

めており、省令が３年ごとに大きく改正されること及び随時省令の解釈通知等が発出

されることから、省令の内容を遺漏なく即時に適用するため、条例には市の独自規定

のみを規定し、それ以外の省令に準拠している内容は、条例に省令を引用するよう全

部改正を行う。 

【市の独自規定】 

〇省令において記録の保存期間を２年間としている規定を一部５年間とする。 

  →議第 20 号及び議第 21 号に規定 

〇地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業の定員を 29 人以下とする。 

 →議第 22 号に規定 

施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 24 号 野洲市附属機関設置条例及び野洲市いじめ防止等対策条例の一部を改正

する条例 

組織機構の再編に伴い、教育総務課と学校教育課を統合し、学務課を新たに設置す

るため、所要の改正を行う。 

〇第１条 野洲市附属機関設置条例の一部を改正する条例                             

〇第２条 野洲市いじめ防止等対策条例の一部を改正する条例                                                                 

  施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 25 号 野洲市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

地方自治法の一部を改正する法律が昨年５月８日に公布され、会計年度任用職員に

ついても勤勉手当の支給が可能となったため、育児休業を取得している会計年度任用

職員の場合においても、期間率に応じた勤勉手当を支給できるよう所要の改正を行う。 

施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 26 号 野洲市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例等の一部を改正する

条例 

地方自治法の一部を改正する法律が令和６年４月１日に施行され、同法に新たに条項

が創設されること等に伴い、同法及び地方自治法施行令を引用している条例に条ずれが

生じるため、所要の改正を行う。 

〇第１条 野洲市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正 

〇第２条 野洲市監査委員条例の一部改正 

〇第３条 野洲市病院事業の設置等に関する条例の一部改正 

施行日 令和６年４月１日 
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□議第 27 号 野洲市使用料条例及び野洲市都市公園条例の一部を改正する条例 

令和６年４月から公共施設予約システムの運用を開始することに伴い、これに対応す

るため、所要の改正を行う。 

〇第１条 野洲市使用料条例の一部改正 

    ・これまで別表において施設ごとに規定していた市内の団体、湖南地域の

団体等の定義を統一し、必要かつ充分な要件として改めて定義する。 

    ・総合体育館の使用料について、端数処理後の金額を明確にするため、分

割貸しの料金を明記し、繰上げ処理を行う時点を明示するとともに、延

長利用に係る制限を追加する。 

・野洲川河川公園の使用料を新たに追加する。 

〇第２条 野洲市都市公園条例の一部改正 

・使用料に関する規定を削除し、使用料条例で定めることに改める。 

施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 28 号 野洲市まちづくり寄附条例の一部を改正する条例 

ふるさと納税に係る寄附額は、一旦全額を基金に積立てをしているが、財政面での

運用の柔軟性を高めるため、ふるさと納税制度の運用に要する経費を除くよう、所要

の改正を行う。 

   〇第５条 寄附金の基金への積立てについて 

・寄附金を財源として積み立てる額は、ふるさと納税制度の運用に要する

経費を除いた額とすることを明記する。 

〇第９条  基金の処分について 

・第２条各号に掲げる使途の他に、ふるさと納税制度の運用に要する経費

にも充てられるよう追加する。                                       

施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 29 号 野洲市福祉医療費助成条例等の一部を改正する条例 

令和６年４月１日施行の野洲市福祉医療費助成条例の一部改正分のうち、重度の精神

障害者の受診に係る福祉医療費の適用を一部の診療科から全診療科への拡大と併せ、対

象者の表記を「重度心身障害者（児）」から「重度障害者（児）」に改正することとなっ

たが、そのうち平成 22 年の一部改正の付則において、住所地特例の適用を受けている

当時の「重度心身障害者（児）」が所得要件を満たし、福祉医療の対象となっている者

が、現在もなおその適用を受けて施設に入所されていることから、所要の改正を行う。 

施行日 第１条及び第３条関係 公布の日 

       第２条関係 令和６年４月１日 
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□議第 30 号 野洲市介護保険条例の一部を改正する条例 

  第９期野洲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定に当たり、令和６年度から

令和８年度までの介護サービス等の見込量による給付額を基に、必要となる推計保険

料総額から算定した１段階追加を含めた各所得段階の保険料率の額の改定が必要とな

るため、所要の改正を行う。 

〇保険料の所得段階に関する改正 

    保険料の所得段階を現行の 12 段階から 13 段階へ改める（現第 11 段階と第 12段

階との間に１段階追加）とともに、一部の段階で基準所得の見直しを行う。 

                      【第８期計画】         【第９期計画】 

    第 ９段階    4,000,000 円未満  →  4,200,000 円未満 

    第 10 段階     6,000,000 円未満  →  5,200,000 円未満 

    第 11 段階   10,000,000 円未満   →  6,200,000 円未満 

    第 12 段階          , →  （追加）7,200,000 円未満 

        第 13 段階   10,000,000 円以上   →  7,200,000 円以上 

   （現行第 12 段階） 

〇保険料率に関する改正 

    令和６年度から令和８年度までの保険料率について、第１段階から第３段階ま

で及び第 10段階から第 13段階（１段階追加を含む。）までにおける保険料率の額

を改める。    

                【第８期計画】       【第９期計画】 

      第 １段階        0.3     →         0.285 

第 ２段階        0.5     →         0.485 

第 ３段階        0.7     →         0.685 

第 10 段階        1.8     →         1.9 

第 11 段階        1.9     →         2.1 

第 12 段階               （追加）      2.3 

第 13 段階        2.0     →         2.4 

（現行第 12 段階） 

  施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 31 号 野洲市漁港管理条例の一部を改正する条例 

漁港漁場整備法及び水産業協同組合法の一部を改正する法律が施行されることにより、

漁港漁場整備法の題名が改正されるため、所要の改正を行う。 

施行日 令和６年４月１日 
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□議第 32 号 野洲市営住宅条例の一部を改正する条例 

配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律が改正され、退去等命令の規

定が追加されたことにより、所要の改正を行う。 

施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 33 号 野洲市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する 

      条例 

「みず事業所」から「上下水道事務所」へ名称の変更を行うことと、引用している地

方自治法の条文が改正により条ずれが生じるため、所要の改正を行う。 

施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 34 号 野洲市水道事業給水条例及び野洲市水道法に基づく技術上の監督業務を 

      行う者を置く水道の布設工事等を定める条例の一部を改正する条例 

令和６年４月に水道整備・管理行政が厚生労働省から国土交通省及び環境省へ移管さ

れるため、所要の改正を行う。                    

〇第１条 野洲市水道事業給水条例の一部改正 

〇第２条 野洲市水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事

等を定める条例の一部改正 

施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 35 号 野洲市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

非常勤消防団員等に係る損害補償については、非常勤消防団員等に係る損害補償の基

準を定める政令（以下「基準政令」という。）の定める基準に従い、各市町村が条例で

定める額に基づき行うこととなっており、当該基準政令の改正に伴い、所要の改正を行

う。 

 施行日 令和６年４月１日 

 

□議第 36 号 野洲市シルバーワークプラザ条例を廃止する条例 

令和６年４月１日付けで公益社団法人野洲市シルバー人材センターの機能が野洲市シ

ルバーワークプラザ中主（以下「ワークプラザ中主」という。）から野洲市シルバーワ

ークプラザやす（以下「ワークプラザやす」という。）に移行されることからワークプ

ラザ中主を閉所する。これに伴い、ワークプラザ中主の会議室の貸館業務等が廃止にな

ること、またワークプラザやすの会議室も貸館業務等がないことから法に定める公の施

設として位置付けておく必要がないため、本条例を廃止する。 

〇付則第２項 野洲市重要な公の施設の廃止又は独占利用に関する条例の一部改正 

施行日 令和６年４月１日 
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４ その他 ４件 

□議第 37 号 指定管理者の指定につき議決を求めることについて（野洲市なかよし交流館） 

   野洲市なかよし交流館の指定管理について、令和６年４月１日から令和 11 年３月

31日までの５年間を新たな指定期間と定め、特定非営利活動法人ＹＡＳＵほほえみク

ラブを指定管理者に指定することにつき、地方自治法第 244 条の２第６項の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

  

□議第 38 号 市道路線の認定について 

次の市道路線を認定することについて、道路法第８条第２項の規定に基づき、議会の

議決を求める。 

路 線 名 認 定 理 由 

下ノ沢２号線 開発により帰属を受けた公衆用道路を認定 

十ケ坪１号線 開発により帰属を受けた公衆用道路を認定 

十ケ坪２号線 開発により帰属を受けた公衆用道路を認定 

十ケ坪３号線 開発により帰属を受けた公衆用道路を認定 

十ケ坪４号線 開発により帰属を受けた公衆用道路を認定 

天皇前１号線 開発により帰属を受けた公衆用道路を認定 

天皇前２号線 開発により帰属を受けた公衆用道路を認定 

天皇前３号線 開発により帰属を受けた公衆用道路を認定 

天皇前４号線 開発により帰属を受けた公衆用道路を認定 

 

□議第 39 号 事業契約の変更について（野洲市余熱利用施設整備運営事業） 

   平成 30 年６月 28 日に議決を得、令和３年３月 24 日及び令和４年３月 25 日に変更

議決を得た野洲市余熱利用施設整備運営事業において、契約金額を変更することにつ

いて、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律第 12 条の規

定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 【変更内容】 

①事業契約変更金額 

変更前事業契約金額 ２，６５３，９９５，５８６円 

変更分金額          ２５，３７２，３６８円 

変更後事業契約金額 ２，６７９，３６７，９５４円 
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②物価変動 

運営業務の物価変動 

企業向けサービス対価指数…労働者派遣サービス（日本銀行調査統計局） 

令和２年 平均 令和５年８月（確報） 改定率 

113.00 118.6 4.90% 

その他の業務の物価変動 

企業向けサービス対価指数…その他諸サービス（日本銀行調査統計局） 

平成30年 平均 令和５年８月（確報） 改定率 

103.33 110.4 6.80% 

※前回の改定年度の前年の指数の平均とその年の８月の指数を比較して、±３％以上

の差が生じた場合、又は初回もしくは前回からの累積で±３％以上の差が生じた場

合改定を行う。 

※サービス対価支払期間は、令和２年から 22 年間 

  ③契約の相手方   滋賀県野洲市大篠原 3333 番地６ 

野洲すいむ８ＮＥＸＴ－ＰＦＩ株式会社 

代表取締役 浮穴 浩一 

 

□議第 40 号 野洲市都市計画マスタープランの一部改訂について 

  上位計画である第２次野洲市総合計画の一部改訂に係る議決に伴い、その内容に即す

とともに、都市計画を取り巻く情勢の変化に対応するため、都市計画法第18条の２の規

定に基づく野洲市の都市計画に関する基本的な方針である野洲市都市計画マスタープラ

ンの内容の一部改訂を行うことから、野洲市議会基本条例第11条第４号の規定に基づ

き、議会の議決を求める。 

 

５ 人事案件 １件 

□議第 41 号 野洲市教育委員長の任命につき議会の同意を求めることについて 

次の者を野洲市教育委員会教育長に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律第４条第１項の規定により議会の同意を求める。 

 

氏  名 住    所 生 年 月 日 

北脇
きたわき

 泰
やす

久
ひさ

   

※任期   令和６年４月１日から令和９年３月 31 日まで 

 

 


